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第 1 章 研究の背景と⽬的 

 

 1-1 研究の背景 

 
 近年、新たなるテクノロジーの進化に期待が寄せられている。エアモビリティ
の普及である。⽇本国内では 2025 年の⼤阪・関⻄万博での⾶⾏を起点としたエ
アモビリティの実装が⽬指され、国内外の企業や団体が機体の製造、運⾏事業へ
の参画を進めている。また国⼟交通省、経済産業省が『空の移動⾰命に向けた官
⺠協議会』（注１）を設⽴し、技術開発や制度整備等について協議している。そ
のような中エアモビリティ普及後の都市構造の変化についてはあまり議論がな
されていないが、⼀体どのような変化が起こりうるだろうか。 

現在の都市の⼤多数は、都市の中⼼に企業のビルが⽴ち並ぶ就業地があり、そ
の周りに住居や⽇常⽣活のための機能が揃う居住地がある仕組みになっている。
このような都市構造は利便性、経済性が⾼い⼀⽅で、中央に近づくにつれ多くの
道路⾯積が必要になる。例えば、東京都都市整備局『東京の⼟地利⽤ 平成 28
年東京都区部』オープンデータ（注２）を⽤いて試算すると、現在の東京都の都
⼼ 3 区の道路率（総⾯積から⽔⾯を除く）は 28%であり、地下鉄や電⾞が発達
しているにもかかわらず約３割を道路に取られている。しかし、エアモビリティ
の普及により従来平⾯の道路を⾛⾏していた⾞が空を⾶ぶようになれば、今ほ
ど道路は不要になる。平⾯を道路と⼟地利⽤で取り合っている都市の姿の常識
が覆る可能性があるのだ。また不要になる道路⾯積の分だけ都市全体の⼤きさ
をコンパクト化することもできる。 

このようにエアモビリティの普及が⼈々の移動スタイルのみならず都市構造
にも⼤きな変化を与えるとしたら、それについて研究する価値は⼤いにあると
⾔える。 
 
 

1-2  研究の⽬的 

 
 本研究の⽬的は、三次元交通の⼀般化によって実現可能になる都市構造がど
のようなものであるか、またその都市構造が⼈々に与えうる影響がどのような
ものであるかについて、従来の都市と⽐較しながら定量的に明らかにすること
である。三次元交通が実現したのちの都市計画において有意義な研究となるこ
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とを期待する。具体的には以下のことを明らかにしたい。 
 
・三次元交通の⼀般化によってどれくらいの道路が不要になるか 
・不要になる道路⾯積の分だけ都市をコンパクト化すると、都市の⼤きさがど
れだけ⼩さくなるか 
・従来都市の移動距離とコンパクト化した都市の三次元交通での移動距離はど
れくらい異なるか 
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第２章 研究⽅法 

 

 2-1  都市モデルの設定(図１) 

 
 本研究の⼿法はモデル分析とする。また、本研究で対象となる都市モデルを以
下のように定義する。 
 
1.半径が R(m)である円形都市が⼆つのゾーン、半径が r(m)である円形の就業地
とそれを取り巻くドーナツ⽅の居住地に分けられる。 
 
2.就業地の半径 r＝3000m、居住地の半径R＝10000mとする。 
 
3.道路網は無数の放射・環状ネットワークから構成されている。またエアモビリ
ティによる三次元交通でも同様の交通整備がされることにする。 
 

 
図１ 同⼼円状の都市モデル 
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  2-2  都市内の⼈の移動についての設定(図 2) 

 
 第 3章では、先⾏研究である李[1]通勤交通のための円形都市での道路⾯積に
沿い、通勤交通の三次元化により不要になる道路⾯積を計算していく。その際に
必要となる、都市内の⼈の移動に関する条件を以下のように定義する。 
 
4.⼈⼝ 200 万⼈の都市で、就業地に通勤・通学する⼈⼝は全⼈⼝の半分の 100 万
⼈とする。 
 
5.就業者（本研究では、就業地に通勤・通学する者を総じて就業者と呼ぶことに
する。）は円形就業地の中に密度γで⼀様に分布する。 
 
6.就業者は、都市内の放射・環状路に沿って最短距離で移動し、⼀⼈の通勤者が
就業地と居住地内のどこか⼀点を⾏き来する確率は、居住地内の⼀様分布に従
うものとする。最短距離での移動は⼆通りある。就業地内の任意の点 A と居住
地内の任意の点 Bを⾏き来するとき、放射路のみを利⽤し都市の中⼼Oを通る
場合と、O′を通る環状路を利⽤する場合である。これらは⾓ A O Bの⾓度の
⼤きさによって決まる。図２を参考にしてもらいたい。 
 
7.就業地に通勤・通学する際の移動⼿段は⾞（三次元交通ではエアモビリティ）
のみとする。 
 
8.通勤ラッシュは朝の７時台と８時台の 2時間で幅員３mの 1⾞線を 1800台が
通る。奥平[2]、李[1]の流動線⾯積の考え⽅で求められる⾞幅はα=1/600m で
ある。 
 
9.エアモビリティの想定⾶⾏⾼度は 150mとし、また離着陸は離発着場からの垂
直移動とする。 
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図 2 同⼼円状都市内での通勤移動パターン 

 
上の仮定で、1.3.5.6.8.は李[1]で⽤いられている概念である。東京を含む多く

の⼤都市は、1.のような同⼼円状の都市構造となっており、また近似的ではある
が 3.のような道路構造をもっている。3.の三次元交通に関しては直線距離での
移動も可能ではあるのだが、エアモビリティが⼀般化される段階では無秩序な
直線距離での移動ではなく、交通網に沿った移動がなされると考え定義した。ま
た 8.で⾔及した流動線⾯積の考え⽅を李[1]は次のように説明している。 

 
「流動線⾯積というのは、⽂字どおりクルマが移動するときに必要となる 

⾯積であり、図−2 のように単位時間の間のどこかで始点Mから終点 N 
まで移動した 1台の⾞に対して、その移動距離𝑙と単位時間の間に⾞が通る 
ために必要な幅αの積として表される(伊藤、奥平、⽥⼝)。 

例えば、ある都市ではラッシュが 1時間にわたるとする。またこの都 
市のなかの道路では、幅員 3mの 1⾞線で 900台の⾞が⾛れるとする。 
このとき、要求される時間内に単位幅あたり移動可能な⾞の量は 300台/m 

であり、⾞ 1台当たりに必要な幅は𝛼 = !
"##

 mとなる。そして、ある⾞が 

ラッシュの間に都市内の道路を𝑙=3,000m⾛ったとすると、その流動線⾯ 

積は𝑆 = 𝑎 × 𝑙 = 10㎡となる。このように流動線⾯積の概念から出発して、 

ある領域に必要な道路⾯積は、そのなかで移動した⾞の流動線⾯積の総和 
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として導出することができる。」[1]p.1064 

 
図 3 李[1]引⽤資料 
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第３章 通勤移動の三次元化による都市のコンパクト化 

 

3-1  不要になる道路⾯積 

 
第２章で定義したモデルと条件を踏まえ、通勤移動が三次元化したときに不

要になる道路⾯積を導く。本研究では、エアモビリティが⼀般化された場合の
通勤交通は 100%空の上で⾏われるという前提とする。よって⼆次元の通勤交
通に要する道路⾯積は、全て不要になると解釈する。ここでは李[1]で求められ
た、流動線⾯積を⽤いた通勤交通のための円形都市での道路⾯積割合の式を⽤
いる。細かい計算は先述の論⽂で解説されているため、以下に結果のみを記述
する。 
 

円形就業地内での道路⾯積の割合＝ $(&'())
"'

𝑎𝛾𝑟 

環状住宅地内での道路⾯積の割合＝$
"
𝑎𝛾𝑟$ +($+,-)

(+,-)!
, 

 
円形就業地・環状住宅地は、本研究での就業地・居住地と同義である。本研
究の都市モデルを式に当てはめて計算すると、 
 
就業地での道路⾯積の割合 

2(5𝜋 − 4)
3𝜋 ×

1
600 ×

4
100 × 3000 

≒ 0.497(49.7%) 
 
就業地での道路⾯積 

28260000 × 0.497 = 14045220(㎡) 

 
居住地での道路⾯積の割合 

2
3 ×

1
600 ×

4
100 × 3000

$ <
(2 × 10000 + 3000)
(10000 + 3000)$ > 

≒ 0.054(5.4%) 
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居住地での道路⾯積 

285740000 × 0.054 = 15429960(㎡) 

である。また、都市全体での道路⾯積は 29,475,180㎡となるため、都市全体で
の道路⾯積割合は 9.4%である。居住地での道路⾯積の割合が⼩さくなってい
るが、その主な理由は、本研究の設定では居住地内の⾏き来のための移動を考
慮していないことである。居住地内の⾏き来の例としては、居住地内にある学
校や病院、公共施設、スーパーマーケットと⾃宅の⾏き来などが挙げられる。
以上で導いた道路⾯積が、通勤移動が三次元化した時に不要になる道路⾯積で
ある。 
 
 

3-2  都市のコンパクト化 

 
次に、本研究で最初に定義した半径R=10000mの都市モデルから不要にな

る道路⾯積を減算し、残りの⾯積で新しい同⼼円状都市モデルを形成する。こ
れにより三次元交通での通勤移動がもたらす都市のコンパクト化の上限値を知
ることができる。ここからは最初に定義したモデルのことを従来モデル、三次
元交通前提でコンパクト化された都市のことを三次元交通新モデルと呼ぶこと
にする。また三次元交通新モデルの就業地の半径を r′、都市全体の半径を
R′と表すことにする。計算は以下の通りである。 

 
[就業地] 
 
道路⾯積分を減算した就業地の⾯積を導く。 
28,260,000-14,045,220=14,214,780㎡ 
円周率𝜋を 3.14とすると、 

r′=!!"#!"$%&
'.!"

 

r′≒2,128 m 
 
[都市全体] 
 
道路⾯積分を減算した都市全体の⾯積を導く。 
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314,000,000-29,475,180=284,524,820㎡ 

R′=!#%")#"%#&
'.!"

 

R′≒9,519m 
 
 従来モデルと三次元交通新モデルを⽐較した図を以下に⽰す。就業地の⼤き
さは⼤幅に変化したことが⼀⽬で分かるが、⾯積は 49.7%、就業地の半径は
29.1%削られている。⼀⽅、都市全体の⼤きさはあまり⼩さくなっていないよ
うに⾒える。⾯積は 9.4%、都市全体の半径は 4.8%しか削られていない。しか
し、割合にすると⼩さな数字であるが実際には 29,475,180㎡という札幌市厚別
区（24㎢）より⼤きな⾯積が削られている。この結果が、三次元交通での通勤
移動がもたらす都市のコンパクト化の上限値となる。 
 
 

 
図４ 都市の⼤きさの⽐較 

 
 

3-3 平均移動距離の変化 

 
 都市のコンパクト化によって⽣じる影響として、移動距離の短縮が挙げられ
る。しかし定義９.の通り、三次元交通を⾏う都市モデルでの通勤では離着陸の
垂直移動があるため、合計 300m移動距離が伸びる。この定義を踏まえ三次元
交通新モデルと従来モデルの通勤のための移動距離を⽐較したとき、都市のコ
ンパクト化による距離の短縮が垂直移動の距離の分を補えるか、また何mの違
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いがあるかを明らかにする。計算⽅法を以下に⽰す。 
 
就業地の中の⼀点（中⼼Oから𝑥離れている就業地内の A）と、居住地の中の
⼀点（中⼼Oから𝜌離れている居住地内の B）の間を放射・環状ネットワーク
網に沿って移動する時の最短経路は 

𝑔(𝑥, 𝜌, 𝜃) = D
𝑥 + 𝜌(𝜃 ≥ 2, 𝐴 − 𝑂 − 𝐴. − 𝐵)

(𝜃 − 1)𝑥 + 𝜌(𝜃 ≤ 2, 𝐴 − 𝑂. − 𝐴. − 𝐵) 

ここで𝜃 J０ ≤ 𝜃 ≤ 𝜋Kは放射線OAとOBが成す⾓度である。図 2 を参考にし

てもらいたい。 
 
就業地のなかの⼀⼈の通勤者が居住地内の任意の⼀点に向かう確率は 
⼀様分布に従うため、その密度関数は 

𝑓(𝜌, 𝜃) = M
1

𝜋(𝑅$ − 𝑟$) (𝑟 ≤ 𝜌 ≤ 𝑅)

0(その他）
 

 
中⼼Oから𝑥 mだけ離れているところの就業者が移動する距離の平均値は 

𝐸[𝑔	(𝑥, 𝜌, 𝜃)] = S 𝑓(𝜌, 𝜃)𝑔(𝑥, 𝜌, 𝜃)𝑑𝐷
/

 

= 2V V 𝑓(𝜌, 𝜃)𝑔(𝑥, 𝜌, 𝜃)𝜌𝑑𝜌𝑑𝜃
+

-

'

#
 

=
2

𝜋(𝑅$ − 𝑟$) WV V (𝑥 + 𝜌)𝜌𝑑𝜌𝑑𝜃 + V V [(𝜃 − 1)𝑥 + 𝜌]𝜌𝑑𝜌𝑑𝜃
+

-

$

#

+

-

'

$
X 

= Y1 −
2
𝜋Z 𝑥 +

2(𝑅$ + 𝑟$ + 𝑅𝑟)
3(𝑅 + 𝑟)  

 
以上の計算で就業地のどこかにいる就業者⼀⼈が移動する距離の平均値を導

くことができる。ここまでは李[1]で⽤いられている計算⽅法である。さらに今
回は都市全体としての通勤移動に要する距離の平均を導きたいため、加えて以
下の計算をする。 

 
𝑥に数字を代⼊し、就業地に⼀様に分布するすべての就業者が移動する距離の
平均値を求める(通勤⼈⼝を Nとする） 

∫ 𝐸(𝑥)𝑑𝑥 × 𝑛𝑟
-
#

𝑛
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まずは従来モデルでの通勤に要する平均移動距離の計算を⾏う。 

 

𝐸[𝑔	(𝑥, 𝜌, 𝜃)] = Y1 −
2
𝜋Z 𝑥 +

2(10000$ + 3000$ + 10000 × 3000)
3(10000 + 3000)  

= Y1 −
2
𝜋Z 𝑥 + 7128 

 

∫ ]J1 − 2
𝜋K 𝑥 + 7128^ 𝑑𝑥 ×

1000000
3000

"###
#

1000000
 

= 7660 
 
従来モデルでの就業者全体の通勤に要する平均移動距離は 7760mとなる。 
 
次に三次元交通新モデルでの通勤に要する平均移動距離の計算を⾏う。 

 

𝐸[𝑔	(𝑥, 𝜌, 𝜃)] = Y1 −
2
𝜋Z 𝑥 +

2(9519$ + 2128$ + 9519 × 2128)
3(9519 + 2128)  

+300 

= Y1 −
2
𝜋Z 𝑥 + 6905 

 

∫ ]J1 − 2
𝜋K 𝑥 + 6905^ 𝑑𝑥 ×

1000000
2128

$!$0
#

1000000
 

= 7276 
 
三次元交通新モデルでの就業者全体の通勤に要する平均移動距離は 7276mと
なる。 
三次元交通新モデルでの通勤移動において、都市のコンパクト化による距離

の短縮が垂直移動の距離の分を補えるか、という問いに対しては補えることが
この結果から明らかになった。そして就業者全体の平均として、従来モデルよ
り 5%移動距離が短縮された。ただし、従来モデルより移動距離が短縮できた
と⾔えても、都市のコンパクト化が通勤移動距離の短縮に⼤きな影響を及ぼす
とは結論付けられない。移動距離が⼤幅に短縮しなかったことの主な理由とし
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ては、都市全体の半径が従来モデルから 4.8%しか短くなっていないことが挙
げられる。 

では移動距離の短縮による、移動所要時間や移動に要するエネルギー消費量
への影響はどうだろうか。 

移動距離の短縮が及ぼす移動所要時間への影響は、薄いと考えられる。なぜ
ならエアモビリティの想定⾶⾏速度は遅くても 100km/時(注 1)とされているこ
とを踏まえると、距離の短縮の有無は関係なく、その移動の速さで⼗分⼆次元
交通の移動所要時間を凌駕すると考えられるからである。 

エネルギー消費量への影響に関しては研究の余地がある。エネルギー消費量
は、移動距離はもちろん使⽤するモビリティのエネルギー消費効率や渋滞など
の交通状況にも結果が左右される。例えば将来エアモビリティのバッテリーの
効率が⾶躍的に改善されれば移動距離の短縮はあまり意味のないものになる。
ただし、100 万⼈の通勤⼈⼝を持つ本モデルのような都市では就業者⼀⼈⼀⼈
の移動距離短縮が都市全体のエネルギー消費量の削減に⼤きく貢献する可能性
はある。 

 

 
 

図２ 同⼼円状都市内での通勤移動パターン（再掲） 
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第 6 章 本研究のまとめと今後の展望 

 
本研究では単純化した都市モデルを⽤いて、三次元交通の⼀般化によって実

現可能になる都市構造がどのようなものであるか、またその都市構造が⼈々に
与えうる影響がどのようなものであるかを従来の都市と⽐較しながら定量的に
分析した。 

本モデルの結果としては、不要になる道路をなくして都市をコンパクト化し
た場合、従来の都市より 9.4%⾯積が⼩さくなり、特に就業地⾯積は 49.７％も
⼩さくなることが分かった。しかし都市のコンパクト化による通勤移動距離の
短縮は５％と⼤幅短縮とは⾒られず、エアモビリティ離発着のための垂直移動
分+400m弱を補える程度の結果となった。 
 先⾏研究に沿い、通勤交通に限定した道路⾯積の計算を⾏ってきたが、モデ
ルや前提条件を改良し通勤以外の移動に使われる道路⾯積も計算できれば、よ
り正確に不要になる道路⾯積を求めることができるだろう。また三次元交通の
移動所要時間やエネルギー消費量についての計算は今後の課題とする。そし
て、三次元交通の実現による⼟地利⽤の変化についても今後の課題とする。 
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